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参考資料



2「平成30年７⽉豪⾬による⽔害・⼟砂災害からの避難に関する
ワーキンググループ」 第1回会議（H30.10.16）資料より

平成30年7月豪雨による被害状況 資料２関連



3「平成30年７⽉豪⾬による⽔害・⼟砂災害からの避難に関する
ワーキンググループ」 第1回会議（H30.10.16）資料より

平成30年7月豪雨による人的被害の状況 資料２関連
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平成30年７⽉豪⾬による⼈的被害の特徴

３県の原因別死者数 ３県の年齢別死者数

○被害の大きかった愛媛県、岡山県、広島県での原因別死者数をみると、広島県では土砂災害によ
る死者数が、岡山県では水害による死者数の占める割合が多かった。

○上記３県の死者数のうち、６０代以上の割合が約７割であった。

人人

3県からの提供データをもとに内閣府にて作成

「平成30年７⽉豪⾬による⽔害・⼟砂災害からの避難に関する
ワーキンググループ」 第1回会議（H30.10.16）資料より

平成30年7月豪雨による人的被害の特徴 資料２関連
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防災気象情報を⾒聞きした際における住んでいる地域の危険度に対する認識について
（対象：愛媛県、岡⼭県、広島県の避難勧告が発令された市区町村に住む⼈計900名）

 防災気象情報を⾒聞きしても、住んでいる地域がどの程度危険か想像できなかった⼈は3〜5割。
 特に⼤⾬特別警報を⾒聞きして被害を受けた⼈に限ると5割。

（出典：「平成30年7⽉⻄⽇本豪⾬災害アンケート調査結果速報（概要）」 NPO法人 環境防災総合政策研究機構（CeMI） 環境・防災研究所（H30.9.12））

平成30年7⽉⻄⽇本豪⾬災害アンケート調査結果 〜NPO法人 環境防災総合政策研究機構〜 資料４(１)関連
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⼤⾬特別警報発表の覚知に対する認識
（対象：平成30年7月豪雨時の大雨特別警報発表地区（一部）の在住者557名）

 特別警報に関しては、「情報が伝わっていない」といった状況ではない。
（出典：「平成30年7月豪雨時の災害情報に関するアンケート」 静岡大学防災総合センター 牛山 素⾏（H30.8.4））

平成30年7月豪雨時の災害情報に関するアンケート 〜静岡⼤学 ⽜⼭教授〜 資料４(１)関連
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⼤⾬特別警報の意味に対する認識
（対象：平成30年7月豪雨時の大雨特別警報発表地区（一部）の在住者557名）

 特別警報の意味が住⺠に⼗分理解されていない。
（出典：「平成30年7月豪雨時の災害情報に関するアンケート」 静岡大学防災総合センター 牛山 素⾏（H30.8.4））

平成30年7月豪雨時の災害情報に関するアンケート 〜静岡⼤学 ⽜⼭教授〜 資料４(１)関連
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濃い紫が意味する状況が分かりづらい

濃い紫が出現しても土砂災害が発生
しないことが多い（基準の改善が必要）

⼟砂メッシュ情報は⾼頻度に更新され常にチェックすることは
難しいのでプッシュ通知（メールやアプリ等）が必要

気象庁ホームページの土砂メッシュ情報の地図が分かりにくく、
危険度が⾼まっている地区が分かりづらい

メッシュ（格⼦）のサイズを現⾏の5km四方
よりもきめ細かくする改善が必要

特に課題はない

「土砂災害警戒判定メッシュ情報」の「極めて危険」（濃い紫）を避難指示(緊急)の判断に
活用するにあたっての課題【複数回答】

※ 「平成30年７⽉豪⾬」に関する気象庁実施アンケート結果より集計（回答市町村数は480）。

平成30年7月豪雨における気象庁アンケート調査の概要 資料４(２)関連
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各色の意味する状況が分かりづらい

危険度分布を常にチェックすることは難しいので
プッシュ通知（メールやアプリ等）が必要

気象庁ホームページの危険度分布の地図が分かりにくく、
危険度が⾼まっている地区が分かりづらい

過去に、危険度がそれほど⾼まっていない状況で氾濫が
発生又は発生しそうになったことがある（基準の改善が必要）

特に課題はない

「洪⽔警報の危険度分布」を避難勧告等の判断に活⽤するにあたっての課題【複数回答】

※ 「平成30年７⽉豪⾬」に関する気象庁実施アンケート結果より集計（回答市町村数は480）。

平成30年7月豪雨における気象庁アンケート調査の概要 資料４(２)関連
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高知県安芸市安芸川の
被害状況

洪⽔警報の危険度分布
02時00分

⿊丸は、水位観測所及び
右のグラフの流域⾬量指数
の計算地点

○安芸川では6⽇未明に氾濫が発⽣（栃ノ木東地では02時頃に浸水が発生）。
○危険度分布では01時40分の時点で、洪水警報基準を超過することを前もって予測し、
「警戒」（赤）が出現。

○洪水警報基準を実況で超過したのは02時40分で、浸水発生後であった。
○安芸川では洪水警報基準が高すぎる可能性がある。
○ このような河川では、⽔位データも⽤いて基準の⾒直し（引き下げ）を検討していく。

流域⾬量指数と河川⽔位（栃ノ⽊）の時系列
※ 図の上部のカラーバーは、洪⽔警報の危険度分布における安芸川の危険度の⾊を⽰す。

H30年7月6⽇⾼知県安芸市安芸川で氾濫（住宅浸⽔） 資料４(２)関連
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(参考)平成30年7月豪雨における土砂災害警戒情報の発表状況

発災前
に発表
100%

○平成３０年７⽉豪⾬で、土砂災害警戒情報が発表されたのは、３４県５０５市町村。
○全国で発生した土砂災害のうち、9月10日時点で把握している人的被害（死者）が発生した
５３箇所のうち、発災時刻※が特定できた全箇所（５３箇所）で、土砂災害発生前に
土砂災害警戒情報が発表されていた。

土砂災害警戒情報の発表状況土砂災害警戒情報の発表状況
（平成30年7月2⽇〜7月9日6:05） （平成30年8月8日時点）

■土砂災害警戒情報が
発表された市町村

発災後に発表0％

(53）

(※)災害発生時刻は報道情報等含む。今後の精査により情報が変化する可能性がある。

全国 N=53

発災前に発表 発災時刻が不明発災前に発表 発災後に発表

「実効性のある避難を確保するための土砂災害対策検討委員会」資料

砂 防 部
資料４(３)関連
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警報等の災害に対する適中率と捕捉率

警報等発表状況

発表あり 発表なし 計

災害
発生
状況

発生
「適中・
捕捉」
（a回）

「⾒逃し」
（b回）

n=a+b

発生せず
「空振り」
（c回）

－

計 m=a+c

• 「適中率」とは・・・ 警報等を発表(m)したうち、災害が発生(a)した割合（ ×100（%））
100％から適中率を差し引いた割合が空振り率となる。

• 「捕捉率」とは・・・ 災害が発生(n)したうち、警報等を発表(a)した割合（ ×100（%））
100％から捕捉率を差し引いた割合が⾒逃し率となる。

適中・
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ａ 回

空振り
ｃ 回
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資料４(３)関連
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50年に⼀度の格⼦（5km格子） 資料６関連


